
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業退職金共済法施行規則の一部を 

改正する省令案要綱について（諮問） 

 

 

 





別
紙

中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正

一

独
立
行
政
法
人
勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
中
小

企
業
者
に
対
し
、
退
職
金
共
済
契
約
申
込
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
を
証
す
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
す
る
こ
と
。

二

機
構
は
、
中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
四
年
労
働
省
令
第
二
十
三
号
）
第
四
十
七
条
の
規
定
に
よ

り
掛
金
負
担
軽
減
措
置
が
取
り
消
さ
れ
た
共
済
契
約
者
に
対
し
て
は
、
当
該
取
消
し
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
す

る
ま
で
の
間
は
、
掛
金
月
額
の
増
加
の
申
込
み
の
促
進
の
た
め
の
掛
金
の
減
額
を
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ

と
。

三

機
構
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
共
済
契
約
者
に
対
し
、
被
共
済
者
が
退
職
し
た
旨
の
届
書
に
記
載
さ
れ
た

事
項
を
証
す
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

四

機
構
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
共
済
契
約
者
に
対
し
、
退
職
金
共
済
手
帳
交
付
申
請
書
に
記
載
さ
れ
た
事



項
を
証
す
る
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

五

そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
二

施
行
期
日
等

一

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

こ
の
省
令
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
と
と
も
に
、
関
係
省
令
に
つ
い
て
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う

も
の
と
す
る
こ
と
。





中小企業退職金共済法施行規則の一部を改正する省令案の概要

改正の趣旨

中小企業退職金共済制度に係る契約申込時・退職届提出時等の手続における審査
体制の強化等を行うこととするもの。

改正内容

(1)審査体制の強化

① 一般の中小企業退職金共済制度における契約申込時
（独）勤労者退職金共済機構（以下「機構」という ）は、事業主から一般の。
中小企業退職金共済制度の契約の申込みを受けた場合において、必要に応じ、
事業主に対してその申込書の内容を証明する書類の提出を求めることができる
ようにすること。

② 一般の中小企業退職金共済制度における退職届提出時
一般の中小企業退職金共済制度における退職金の請求手続においては、事業

主が、従業員の退職時に届書を提出しなければならないこととされているが、
機構は、必要に応じ、事業主に対してその届書の内容を証明する書類の提出を
求めることができるようにすること。

③ 特定業種退職金共済制度における共済手帳請求時
機構は、事業主から特定業種退職金共済制度に係る共済手帳の請求を受けた

場合において、必要に応じ、事業主に対してその申請書の内容を証明する書類
の提出を求めることができるようにすること。

(2)掛金負担軽減措置の制限

機構は、掛金負担軽減措置を取り消された事業主に対して、取消しの日から１
年間、掛金月額の増加に対する掛金負担軽減措置（※）の対象としないことがで
きるようにすること。

※掛金月額の増加に対する掛金負担軽減措置：

掛金月額の増加を行った事業主の納付する掛金について、最大１年間、その増加分

の３分の１の金額を掛金から減額。

施行期日

施行日：公布日

【 】説明資料


